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病院局管理規程 
 １ 新潟県病院局企業職員の初任給調整手当の特例に関する規程（病院局総務課） 
正   誤 
  令和４年３月１日付け県報第16号公告中（地域産業振興課） 
 

告   示 

◎新潟県告示第207号 

理容師法（昭和22年法律第234号）第11条の４第２項の規定により、管理理容師資格認定講習会を次のとおり指

定する。 

令和４年３月８日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 講習会の主催者の名称及び住所 

  公益財団法人 理容師美容師試験研修センター（理事長 遠藤 弘良） 

  東京都江東区有明３丁目７番26号 有明フロンティアビルＢ棟９階 

２ 会場の運営及び設営の窓口となる事務所の名称及び所在地 

  公益財団法人 理容師美容師試験研修センター 業務部 

  東京都江東区有明３丁目７番26号 有明フロンティアビルＢ棟９階 

３ 講習会場、講習日程及び講習科目 

(1) 講習会場の名称及び所在地 

   三越タクシービル 

   新潟県長岡市柏町１丁目１番７号 

(2) 講習日程及び講習科目 

  第１日（９月26日）公衆衛生（４時間） 

                      衛生管理（２時間） 

  第２日（10月３日）衛生管理（６時間） 

  第３日（10月４日）衛生管理（６時間） 

４ 受講資格 

  令和４年８月１日までに、理容師の免許を受けた後３年以上理容の業務に従事したものであること。 

５ 受講料 

  １人 16,000円 

 

◎新潟県告示第208号 

美容師法（昭和32年法律第163号）第12条の３第２項の規定により、管理美容師資格認定講習会を次のとおり指

定する。 

令和４年３月８日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 講習会の主催者の名称及び住所 

  公益財団法人 理容師美容師試験研修センター（理事長 遠藤 弘良） 

  東京都江東区有明３丁目７番26号 有明フロンティアビルＢ棟９階 

２ 会場の運営及び設営の窓口となる事務所の名称及び所在地 

  公益財団法人 理容師美容師試験研修センター 業務部 

  東京都江東区有明３丁目７番26号 有明フロンティアビルＢ棟９階 

３ 講習会場、講習日程及び講習科目 

(1) 講習会場の名称及び所在地 

   三越タクシービル 

   新潟県長岡市柏町１丁目１番７号 

(2) 講習日程及び講習科目 

   第１日（９月26日）公衆衛生（４時間） 

            衛生管理（２時間） 
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   第２日（10月３日）衛生管理（６時間） 

   第３日（10月４日）衛生管理（６時間） 

４ 受講資格 

  令和４年８月１日までに、美容師の免許を受けた後３年以上美容の業務に従事したものであること。 

５ 受講料 

  １人 16,000円 

 

◎新潟県告示第209号 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号）第59条第１項の規定に

より、指定自立支援医療機関（精神通院医療）を次のとおり指定した。 

令和４年３月８日 

新潟県知事  花 角  英 世 

名 称 所 在 地 
担当する医療の 

種     類 
指定年月日 

エール薬局さんぽく店 村上市勝木1340－１ 精神通院医療 令和４年３月１日 

れんげ薬局 新潟新発田店 新発田市本町１－14－５ 精神通院医療 令和４年３月１日 

 

◎新潟県告示第210号 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号）第60条第１項の規定に

より、指定自立支援医療機関（精神通院医療）の指定を次のとおり更新した。 

令和４年３月８日 

新潟県知事  花 角  英 世 

 

◎新潟県告示第211号 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行規則（平成18年厚生労働省令第19号）第63

条の規定により、指定自立支援医療機関（精神通院医療）から次のとおり廃止した旨の届出があった。 

令和４年３月８日 

新潟県知事  花 角  英 世 

名 称 所 在 地 
担当する医療の 

種     類 
廃止年月日 

なの花薬局新発田店 新発田市本町１－14－５ 精神通院医療 令和４年２月28日 

 

◎新潟県告示第212号 

身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）第15条第１項の規定による医師を次のとおり指定した。 

令和４年３月８日 

新潟県知事  花 角  英 世 

名 称 所 在 地 
担当する医療の 

種     類 
指定年月日 

ウエルシア薬局長岡宮関店 長岡市宮関３－１－３ 精神通院医療 令和４年３月１日 

みなみ調剤薬局 荒町店 三条市荒町２丁目１－22 精神通院医療 令和４年３月１日 
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氏 名 
担当する 

医療の種類 

従事する病院又は 

診療所の名称 
所在地 

指定 

年月日 
告示事項 

中川 崇 耳鼻咽喉科 糸魚川総合病院 
糸魚川市大字竹ヶ

花457番地１ 
R４.３.１ 

第15条第１項の

医師に指定した 

中里 瑛 耳鼻咽喉科 上越総合病院 
上越市大道福田616

番地 
〃 〃 

 

令和４年度前期技能検定の実施について（公告） 

職業能力開発促進法施行規則（昭和44年労働省令24号）第66条第３項の規定に基づき、技能検定の実施につい

て次のとおり公示する。 

令和４年３月８日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 実施する検定職種 

(1) １級及び２級 

  園芸装飾、造園、鋳造（鋳鉄鋳物鋳造に係るものに限る｡)、金属熱処理、粉末冶金（焼結に係るものに限

る｡)、機械加工（普通旋盤、フライス盤、平面研削盤、円筒研削盤、数値制御旋盤、数値制御フライス盤、

ホブ盤及びマシニングセンタに係るものに限る｡)、放電加工（数値制御形彫り放電加工及びワイヤ放電加工

に係るものに限る｡)、金属プレス加工、鉄工（製缶及び構造物鉄工に係るものに限る｡）、建築板金、仕上げ、

電子機器組立て、電気機器組立て（変圧器組立て及び配電盤・制御盤組立てに係るものに限る｡)、産業車両

整備、鉄道車両製造・整備（内部ぎ装、配管ぎ装及び電気ぎ装に係るものに限る｡)、建設機械整備、婦人子

供服製造（婦人子供注文服製作に係るものに限る｡)、家具製作（家具手加工に係るものに限る｡)、建具製作

（木製建具手加工に係るものに限る｡)、印刷、プラスチック成形（射出成形に係るものに限る｡)、強化プラ

スチック成形（手積み積層成形に係るものに限る｡)、石材施工（石張りに係るものに限る｡)、酒造、とび、

左官、築炉、ブロック建築、タイル張り、畳製作、防水施工（ウレタンゴム系塗膜防水工事、アクリルゴム

系塗膜防水工事、シーリング防水工事、ＦＲＰ防水工事及び改質アスファルトシート常温粘着工法防水工事

に係るものに限る｡)、内装仕上げ施工（プラスチック系床仕上げ工事、鋼製下地工事、ボード仕上げ工事及

び化粧フィルム工事に係るものに限る｡)、熱絶縁施工（保温保冷工事に係るものに限る｡)、サッシ施工、貴

金属装身具製作、表装、塗装（建築塗装、金属塗装及び噴霧塗装に係るものに限る｡)及びフラワー装飾 

(2) ３級 

  園芸装飾、造園、機械加工（普通旋盤、フライス盤及びマシニングセンタに係るものに限る｡）、仕上げ（機

械組立仕上げに係るものに限る｡)、機械検査（学科に係るものに限る｡)、電子機器組立て、建築大工（学科

に係るものに限る｡)、左官、ブロック建築、舞台機構調整、商品装飾展示及びフラワー装飾 

(3) 等級を区分しないもの（単一等級） 

路面標示施工 

２ 試験の方法 

試験は、実技試験及び学科試験によって行う。 

３ 技能検定の受検手数料、実施期日及び実施場所等 

(1) 実技試験 

ア 受検手数料 

(ｱ) １級及び単一等級 

検定職種 

受検手数料 

一 般 在校生 
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園芸装飾、造園、鋳造、金属熱処理、粉末冶金、

機械加工、放電加工、金属プレス加工、鉄工、建

築板金、仕上げ、電子機器組立て、電気機器組立

て、産業車両整備、鉄道車両製造・整備、建設機

械整備、家具製作、建具製作、印刷、プラスチッ

ク成形、強化プラスチック成形、石材施工、酒造、

とび、左官、築炉、ブロック建築、タイル張り、

畳製作、防水施工、内装仕上げ施工、熱絶縁施工、

サッシ施工、貴金属装身具製作、表装、塗装、フ

ラワー装飾、路面標示施工 

17,300円 11,500円 

婦人子供服製造 14,300円 9,500円 

 (ｲ) ２級及び３級 

検定職種 

受検手数料 

25歳以上 

25歳未満 

（雇用保険

被保険者） 

25歳未満 

（雇用保険

未加入者） 

在校生 

園芸装飾、造園、鋳造、金属熱処理、粉末冶金、

機械加工、放電加工、金属プレス加工、鉄工、建

築板金、仕上げ、電子機器組立て、電気機器組立

て、産業車両整備、鉄道車両製造・整備、建設機

械整備、家具製作、建具製作、印刷、プラスチッ

ク成形、強化プラスチック成形、石材施工、酒造、

とび、左官、築炉、ブロック建築、タイル張り、

畳製作、防水施工、内装仕上げ施工、熱絶縁施工、

サッシ施工、貴金属装身具製作、表装、塗装、舞

台機構調整、商品装飾展示、フラワー装飾 

17,300円 8,300円 17,300円 11,500円 

婦人子供服製造 14,300円 5,300円 14,300円 9,500円 

注 (ｱ)及び(ｲ)において「在校生」とは、職業能力開発促進法施行規則（昭和44年労働省令第24号）第64条

の４第３項第１号から第３号まで、第３号の３、第５号及び第７号に掲げる者並びにこれらに準じて取り

扱うことが適当であると知事が認める者をいう。 

注 (ｲ)においての「25歳未満」とは、令和４年４月１日現在において25歳に達していない者（出入国管理及

び難民認定法（昭和26年政令第319号）別表第１の上欄の在留資格をもって在留する者を除く｡)をいう。 

注 (ｲ)においての「雇用保険被保険者」とは、雇用保険法（昭和49年法律第116号）第４条第１項に規定す

る被保険者（実技試験受検申請日において雇用保険被保険者である者）をいう。 

イ 実施期日 

  令和４年６月７日（火）から令和４年９月11日（日）までの間において指定する日に行う。 

ウ 実施場所 

試験は、新潟県職業能力開発協会が通知する場所で行う。 

エ 問題の公表 

  実技試験問題は、令和４年５月31日（火）に新潟県職業能力開発協会で発表する。ただし、一部の職種
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については行わない。 

(2) 学科試験 

ア 受検手数料  3,100円 

イ 実施期日 

検定職種 実施期日 

３級 

 園芸装飾、造園、機械加工、仕上げ、機械検査、電子機器組立て、建築大工、

左官、ブロック建築、舞台機構調整、商品装飾展示、フラワー装飾 

令和４年７月10日（日） 

１級及び２級 

 造園、金属熱処理、金属プレス加工、産業車両整備、プラスチック成形、とび、

築炉、防水施工、サッシ施工、塗装 

令和４年８月21日（日） 

１級及び２級 

 粉末冶金、機械加工、鉄工、電子機器組立て、建設機械整備、婦人子供服製造、

家具製作、建具製作、印刷、左官、畳製作、内装仕上げ施工、貴金属装身具製作 

令和４年８月28日（日） 

１級及び２級 

 園芸装飾、鋳造、放電加工、建築板金、仕上げ、電気機器組立て、鉄道車両製

造・整備、強化プラスチック成形、石材施工、酒造、ブロック建築、タイル張り、

熱絶縁施工、表装、フラワー装飾 

単一等級 

 路面標示施工 

令和４年９月４日（日） 

ウ 実施場所 

  試験は、新潟県職業能力開発協会が通知する場所で行う。 

４ 受検申請の手続 

(1) 提出書類等 

ア 技能検定受検申請書（以下「申請書」という｡) 

イ 実技試験又は学科試験の免除を受けようとする場合は、その資格を証する書面の写し 

ウ 受検手数料 

エ 本人確認書類の写し 

(2) 提出先 

  新潟県職業能力開発協会 

   所在地 〒950－0965 新潟市中央区新光町15番地２（新潟県公社総合ビル４階） 

   電 話 025－283－2155 

(3) 受付期間 

  令和４年４月４日（月）から令和４年４月15日（金）まで 

(4) 受検申請に関する注意 

ア 技能検定は、働く方々の職業能力を評価する試験であり、受検するためには原則として一定の実務経験

が必要になる。 

イ  申請書の用紙及び受検案内は、新潟県職業能力開発協会で交付する。なお、申請書用紙の郵送を求める

場合は、新潟県職業能力開発協会へ問い合わせること。 

ウ 申請書は書留郵便で郵送し、封筒の表に「技能検定受検申請書在中」と朱書すること。なお、申請は受

付期間内の消印があるものに限り受け付ける。 

エ 実技試験及び学科試験の両方の免除を受ける資格がある者は、前記１に掲げる検定職種以外の職種につ
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いても受検申請ができる。 

５ 受検手数料の納入方法 

  実技試験の受検手数料の額（前記３の(1)のアに定められた額）及び学科試験の受検手数料の額（3,100円）

を申請書に添えて納入すること。なお、実技試験又は学科試験の免除を受けようとする場合は、当該試験に係

る受検手数料の納入は要しない。また、申請書を受け付けた後は、申請取消し及び試験を受けなかった場合で

も、受検手数料は返還しない。 

６ 合格者の発表等 

(1) 合格者の発表 

  ３級に係るものについては令和４年８月26日（金）に、その他の等級に係るものについては令和４年９月

30日（金）に、新潟県ホームページで技能検定合格者の受検番号を掲示する。 

(2) 実技試験又は学科試験の合格通知 

  実技試験又は学科試験のいずれかに合格した者及び不合格者については、新潟県職業能力開発協会が書面

で通知する。 

(3) 技能検定合格証書等の交付 

  １級及び単一等級については厚生労働大臣名の、２級及び３級については県知事名の合格証書が交付され

る。このほか、厚生労働大臣から技能検定の合格者に対し、合格した等級の技能士章が交付される。 

７ その他 

  技能検定の詳細については、新潟県職業能力開発協会（電話：025－283－2155）又は新潟県産業労働部職業

能力開発課（令和４年度から雇用能力開発課)(電話：025－280－5263）へ問い合わせること。 

 

◎新潟県告示第214号 

森林法（昭和26年法律第249号）第29条の規定により、農林水産大臣から、次のとおり保安林の指定をする予定

である旨の通知があった。 

令和４年３月８日 

新潟県知事    花 角  英 世 

１ 保安林予定森林の所在場所 

  新潟県南魚沼市中川新田字城上311から313まで、314の１、314の２、317の２、318の２、320の１、320の３、

321の１、323の１、324、325の１、325の３、325の６、329の２、333の１、333の２、335、337の１、345の２、

353の１、354の１、355、358、359、360の１、360の２、361、362、369の１、371から373まで、373の２から

373の４まで、373の６、373の８から373の11まで、375、376の２、376の３、377、377の２、378の１、379の

１から379の４まで、379の７、380、380の１から380の４まで、380の７、380の10、382、383の２、383の３、

383の５、384の１から384の３まで、385、387、389、字大クラ山346の１、字堂前367の１、368、字エボシ石

390の１、390の４から390の15まで、京岡新田字大倉原471の１、中川字大倉734の２から734の４まで、734の

21、734の23、734の27、734の95から734の100まで、734の104、734の105、734の108 

２ 指定の目的 

  土砂の流出の防備 

３ 指定施業要件 

(1) 立木の伐採の方法 

 ア 主伐は、択伐による。 

 イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定

める標準伐期齢以上のものとする。 

 ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。 

(2) 立木の伐採の限度 次のとおりとする。 

 (｢次のとおり」は、省略し、その関係書類を新潟県農林水産部治山課及び南魚沼市役所に備え置いて縦覧に

供する｡) 

 

◎新潟県告示第215号 

土地改良法（昭和24年法律第195号）第89条の２第９項の規定により、長岡市及び燕市を地域とする県営区画整

理（経営体育成基盤整備）事業潟地区（第２換地区）に係る換地処分をした。 

令和４年３月８日 

新潟県知事  花 角  英 世 



令和４年３月８日(火) 新  潟  県  報 第18号 

8 

 

◎新潟県告示第216号 

土地改良法（昭和24年法律第195号）第89条の２第９項の規定により、十日町市を地域とする県営区画整理・農

業用用排水施設整備（中山間地域総合整備）事業六箇地区（中条津換地区）に係る換地処分をした。 

令和４年３月８日 

新潟県知事  花 角  英 世 

 

◎新潟県告示第217号 

土地改良法（昭和24年法律第195号）第89条の２第９項の規定により、魚沼市を地域とする県営区画整理（経営

体育成基盤整備「一般型｣)事業上原地区に係る換地処分をした。 

令和４年３月８日 

新潟県知事  花 角  英 世 

 

◎新潟県告示第218号 

測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定により、農林水産省北陸農政

局新津郷用水農業水利事業所長から次のとおり公共測量を終了した旨の通知があったので、同条第３項の規定に

より公示する。 

令和４年３月８日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 作業種類 公共測量（基準点測量） 

２ 作業期間 令和３年８月18日から令和４年２月28日まで 

３ 作業地域 新潟市秋葉区、南蒲原郡田上町 

 

◎新潟県告示第219号 

測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定により、上越市長から次のと

おり公共測量を終了した旨の通知があったので、同条第３項の規定により公示する。 

令和４年３月８日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 作業種類 公共測量（地盤変動調査 精密水準測量） 

２ 作業期間 令和３年６月21日から令和４年２月21日まで 

３ 作業地域 上越市全域 

 

◎新潟県告示第220号 

測量法（昭和24年法律第188号）第14条第１項の規定により、国土交通省国土地理院長から次のとおり基本測量

を実施する旨の通知があったので、同条第３項の規定により公示する。 

令和４年３月８日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 作業種類 基本測量（電子基準点測量） 

２ 作業期間 令和４年４月１日から令和５年３月31日まで 

３ 作業地域 新潟市西蒲区、新潟市西区、新潟市秋葉区、長岡市、三条市、柏崎市、新発田市、小千谷市、加

茂市、十日町市、村上市、糸魚川市、妙高市、上越市、阿賀野市、佐渡市、魚沼市、南魚沼市、

胎内市、東蒲原郡阿賀町、三島郡出雲崎町、岩船郡粟島浦村 

 

◎新潟県告示第221号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定により、道路の区域を次のとおり変更した。 

なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県新潟地域振興局新津地域整備部庶

務課において縦覧に供する。 

令和４年３月８日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 道路の種類 県道 

２ 路 線 名 新潟村松三川線 
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３ 道路の区域 

備考 上記(A)及び(B)は、関係図面に表示する敷地の区分をいう。 

 

◎新潟県告示第222号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定により、県道変更区域の供用を次のとおり開始する。 

なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県新潟地域振興局新津地域整備部庶

務課において縦覧に供する。 

令和４年３月８日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 路 線 名  県道   新潟村松三川線 

２ 供用開始の区間 

  五泉市船越字堤外５番１から同市船越字堤外13番３まで 

３ 供用開始の期日  令和４年３月８日 

 

◎新潟県告示第223号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定により、道路の区域を次のとおり変更した。 

なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県魚沼地域振興局地域整備部庶務課

において縦覧に供する。 

令和４年３月８日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 道路の種類 県道 

２ 路 線 名 広神小出線 

３ 道路の区域 

区        間 新旧の別 敷 地 の 幅 員 延     長 

 

魚沼市池平字古角371番１から 

 

同市一日市字寄合623番６まで 

 

 

新 

 

3.4～20.0メートル 

 

394.4メートル 

 

旧 

 

 

3.4～11.8メートル 

 

401.5メートル 

 

 

◎新潟県告示第224号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定により、県道変更区域の供用を次のとおり開始する。 

なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県魚沼地域振興局地域整備部庶務課

において縦覧に供する。 

令和４年３月８日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 路 線 名  県道   広神小出線 

２ 供用開始の区間 

  魚沼市池平字古角371番１から同市一日市字寄合623番６まで 

区        間 新旧の別 敷 地 の 幅 員 延     長 

五泉市船越字堤外５番１から 

 

同市船越字堤外１番４まで 
新 

 

(A)6.0～19.0メートル 

 

 

117.0メートル 

 

五泉市船越字堤外５番１から 

 

同市船越字堤外13番３まで 

 

(B)6.5～50.0メートル 

 

 

89.2メートル 

 

五泉市船越字堤外５番１から 

 

同市船越字堤外１番４まで 

旧 

 

6.5～19.0メートル 

 

 

117.0メートル 
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３ 供用開始の期日  令和４年３月８日 

 

◎新潟県告示第225号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定により、道路の区域を次のとおり変更した。 

なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県南魚沼地域振興局地域整備部庶務

課において縦覧に供する。 

令和４年３月８日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 道路の種類 県道 

２ 路 線 名 田沢小栗山線 

３ 道路の区域 

区        間 新旧の別 敷 地 の 幅 員 延     長 

十日町市八箇字中ノ沢壬３番66から 

 

同市八箇字中ノ沢壬３番123まで 

新 15.0～26.0メートル 112.8メートル 

旧 11.0～19.0メートル 115.9メートル 

 

◎新潟県告示第226号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定により、県道変更区域の供用を次のとおり開始する。 

なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県南魚沼地域振興局地域整備部庶務

課において縦覧に供する。 

令和４年３月８日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 路 線 名  県道   田沢小栗山線 

２ 供用開始の区間 

  十日町市八箇字中ノ沢壬３番66から同市八箇字中ノ沢壬３番123まで 

３ 供用開始の期日  令和４年３月８日 

 

◎新潟県告示第227号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定により、道路の区域を次のとおり変更した。 

なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県上越地域振興局地域整備部庶務課

において縦覧に供する。 

令和４年３月８日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 道路の種類 一般国道 

２ 路 線 名 253号 

３ 道路の区域 

区        間 新旧の別 敷 地 の 幅 員 延     長 

上越市大字青野字びやうそう1918番１から 

 

同市三和区末野新田字西袋1702番１まで 

新 10.3～23.4メートル 61.2メートル 

旧 10.3～13.0メートル 61.2メートル 

備考 路線の重用 

  全区間一般国道404号と重用 

 

 

１ 道路の種類 一般国道 
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２ 路 線 名 404号 

３ 道路の区域 

区        間 新旧の別 敷 地 の 幅 員 延     長 

上越市三和区末野新田字西袋1702番１から 

 

同市大字青野字びやうそう1918番１まで 

新 10.3～23.4メートル 61.2メートル 

旧 10.3～13.0メートル 61.2メートル 

備考 路線の重用 

  全区間一般国道253号と重用 

 

◎新潟県告示第228号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定により、一般国道変更区域の供用を次のとおり開始する。 

なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県上越地域振興局地域整備部庶務課

において縦覧に供する。 

令和４年３月８日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 路 線 名  一般国道 253号 

２ 供用開始の区間 

  上越市大字青野字びやうそう1918番１から同市三和区末野新田字西袋1702番１まで 

３ 供用開始の期日  令和４年３月８日 

 

◎新潟県告示第229号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定により、道路の区域を次のとおり変更した。 

なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県糸魚川地域振興局地域整備部庶務

課において縦覧に供する。 

令和４年３月８日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 道路の種類 県道 

２ 路 線 名 西飛山能生線 

３ 道路の区域 

区        間 新旧の別 敷 地 の 幅 員 延     長 

糸魚川市大字西飛山字イタヒラ1856番３から 

 

同市大字西飛山字ブドウ平1796番３まで 

新 27.0～82.8メートル 143.9メートル 

旧 7.2～77.8メートル 144.8メートル 

 

◎新潟県告示第230号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定により、県道変更区域の供用を次のとおり開始する。 

なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県糸魚川地域振興局地域整備部庶務

課において縦覧に供する。 

令和４年３月８日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 路 線 名  県道   西飛山能生線 

２ 供用開始の区間 

  糸魚川市大字西飛山字イタヒラ1856番３から同市大字西飛山字ブドウ平1796番３まで 

３ 供用開始の期日  令和４年３月８日 
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◎新潟県告示第231号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定により、道路の区域を次のとおり変更した。 

なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県糸魚川地域振興局地域整備部庶務

課において縦覧に供する。 

令和４年３月８日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 道路の種類 県道 

２ 路 線 名 上町屋釜沢糸魚川線 

３ 道路の区域 

区        間 新旧の別 敷 地 の 幅 員 延     長 

糸魚川市大字上野字船木4157番３から 

 

同市大字上野字船木4087番１まで 

新 3.7～15.0メートル 125.8メートル 

旧 

(A)3.7～14.4メートル 125.8メートル 

(B)2.5～12.0メートル 136.4メートル 

備考 上記(A)及び(B)は、関係図面に表示する敷地の区分をいう。 

 

◎新潟県告示第232号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定により、県道変更区域の供用を次のとおり開始する。 

なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県糸魚川地域振興局地域整備部庶務

課において縦覧に供する。 

令和４年３月８日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 路 線 名  県道   上町屋釜沢糸魚川線 

２ 供用開始の区間 

  糸魚川市大字上野字船木4157番３から同市大字上野字船木4087番１まで 

３ 供用開始の期日  令和４年３月８日 

 

◎新潟県告示第233号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定により、道路の区域を次のとおり変更した。 

なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県佐渡地域振興局地域整備部庶務課

において縦覧に供する。 

令和４年３月８日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 道路の種類 県道 

２ 路 線 名 佐渡一周線 

３ 道路の区域 

区        間 新旧の別 敷 地 の 幅 員 延     長 

 

佐渡市見立字岩込408番３から 

 

同市見立字岩込408番３まで 

 

新 

 

6.8～35.3メートル 

 

15.5メートル 

 

旧 

 

6.8～35.3メートル 

 

15.5メートル 

 

◎新潟県告示第234号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定により、県道変更区域の供用を次のとおり開始する。 
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なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県佐渡地域振興局地域整備部庶務課

において縦覧に供する。 

令和４年３月８日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 路 線 名  県道   佐渡一周線 

２ 供用開始の区間 

  佐渡市見立字岩込408番３から同市見立字岩込408番３まで 

３ 供用開始の期日  令和４年３月８日 

 

◎新潟県告示第235号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定により、道路の区域を次のとおり変更した。 

なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県佐渡地域振興局地域整備部庶務課

において縦覧に供する。 

令和４年３月８日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 道路の種類 県道 

２ 路 線 名 佐渡一周線 

３ 道路の区域 

区        間 新旧の別 敷 地 の 幅 員 延     長 

 

佐渡市東鵜島字畑崎586番２から 

 

同市岩首字畑ケ崎１番２まで 

 

新 

 

25.0～31.3メートル 

 

19.6メートル 

 

旧 

 

25.0～26.5メートル 

 

19.6メートル 

 

◎新潟県告示第236号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定により、県道変更区域の供用を次のとおり開始する。 

なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県佐渡地域振興局地域整備部庶務課

において縦覧に供する。 

令和４年３月８日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 路 線 名  県道   佐渡一周線 

２ 供用開始の区間 

  佐渡市東鵜島字畑崎586番２から同市岩首字畑ケ崎１番２まで 

３ 供用開始の期日  令和４年３月８日 

 

◎新潟県告示第237号 

都市計画法（昭和43年法律第100号）第21条第２項において準用する同法第20条第２項の規定により、都市計画

の図書の写しを次のとおり縦覧に供する。 

令和４年３月８日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 変更に係わる都市計画の種類及び名称 

 種類 新潟都市計画市場（新潟市決定） 

 名称 ２号 新潟植物地方卸売市場 

２ 縦覧の場所 

 新潟県土木部都市局都市政策課 

 

◎新潟県告示第238号 

都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定により、都市計画事業を次のとおり変更し、施行する。 
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令和４年３月８日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 都市計画事業の種類及び名称 

(1) 種類 十日町都市計画道路事業 

(2) 名称 ３・５・12号本町東線 

２ 施行者の名称 

 新潟県 

３ 事業施行期間 

 平成27年８月13日から令和６年３月31日まで 

４ 事業地の所在 

(1) 収用の部分 

  平成27年北陸地方整備局告示第106号の事業地から字田川を除き、田川町１丁目を加え、田川町１丁目及び

新座地内において事業地を変更する。 

(2) 使用の部分 

  なし 

 

◎新潟県告示第239号 

港湾法（昭和25年法律第218号）第45条第１項の規定により、日本海曳船株式会社から曳船料率を令和４年４月

１日から次のとおり改定する旨の届出があった。 

なお、平成26年３月28日新潟県告示第501号は廃止する。 

令和４年３月８日 

新潟港港湾管理者 

直江津港港湾管理者 

 新潟県 

 代表者 新潟県知事  花 角  英 世 

新潟港・直江津港等曳船料金表 

日本海曳船株式会社 

基本料金（１時間30分当たり） 

本船重量トン数 基本料金 

 5,000D/W未満 82,800円 

 7,000  〃 104,300円 

10,000 〃 127,100円 

20,000 〃 173,200円 

30,000 〃 231,700円 

40,000 〃 295,400円 

50,000 〃 370,400円 

50,000D/W以上 445,400円 

付帯条件 

１ 作業１回の基本時間は、１時間30分とする。 

２ １時間30分を超えた場合は、30分ごとに（30分未満は30分に切り上げる｡)基本料金の30パーセント増しとす

る。 

３ 作業時間は、午前８時から午後５時までとし、時間外作業の割増料金は、午前５時から午前８時もしくは午

後５時から午後10時までは基本料金の50パーセント増し、午後10時から午前５時までは100パーセント増しとす

る。 

４ 日曜日、祝日、特定休日の休日割増料金は、基本料金の50パーセント増しとする。 

 特定休日とは、海の日（７月の第３月曜日)､年末年始（12月31日～１月３日）をいう。 

 日曜日と祝日が重なったときは、翌日を休日とする。 

５ 荒天作業の割増料金は、基本料金の50パーセント増しとする。 

 荒天作業とは、風速10メートル以上（気象台表示風速の３割増を海上風速とする｡)の天候における作業をい

う。 
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６ 冬期割増料金は、基本料金の30パーセント増しとする｡(冬期割増期間を12月１日から翌年３月31日までとす

る。この期間は、荒天作業割増料金を付加しない｡) 

７ 被覆外作業の割増料金は、港湾区域内においては基本料金（加算のある場合はこれを含む｡)の20パーセント

増しとし、港湾区域外においては基本料金（加算のある場合はこれを含む｡)の50パーセント増しとする。 

８ 前記２項から７項までの割増料金が重複する場合は基本料金にそれぞれの割増率を乗じて割増料金を算出し、

それらの金額を合算する。 

９ 取消料は、曳船出動準備後申込みを取消した場合に発生するものとし、それぞれの基本料金の30パーセント

相当額とする。 

10 時間外における待機料は、１時間につき、15,400円を付加する。 

11 直江津港において曳船の作業要請を受けた場合は、新潟港からの回航料として251,900円のほかに回航船舶保

険料の実費を付加する。 

その他の港 

 新潟港から姫川港    337,200円 

  新潟港から柏崎港    195,800円 

 直江津港から柏崎港  109,500円 

 直江津港から姫川港   85,300円 

12  基地港から回航後、曳船とめおき待機要請があった場合は、要請のあった日時から解除の日時まで１時間に

つき（１時間未満は、１時間に切り上げる｡)9,900円を付加する。 

13 本表に定めていない料金（海難救助作業、警戒船作業、デッドシップ曳船作業、危険作業等の特別料金等を

含む｡)は、予め船会社又は代理店と協定する。 

消費税 

本表の料金は、税抜き価格表示となっており内航船及び課税対象作業においては別途消費税相当額を加算す

る。 

その他 

  曳船が基地から作業場所までの往復に要する時間及び本船側の都合による待機時間は、作業時間に算入する。 

（注)｢新潟港・直江津港等」とは、新潟港・直江津港・姫川港・柏崎港等をいう。 

 

公   告 

予算の公表について（公告） 

令和４年２月25日新潟県議会において議決された令和３年度新潟県一般会計補正予算、特別会計補正予算、企

業会計補正予算の要領は、次のとおりである。 

令和４年３月８日 

新潟県知事  花 角  英 世 
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大規模小売店舗の届出に対する市町村等の意見について（公告） 

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第８条第１項及び第２項の規定による市町村等の意見の概要を

次のとおり公表する。 

令和４年３月８日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 大規模小売店舗の名称、所在地及び設置者 

名 称 （仮称）コメリＰＲＯ北長岡店 

所在地 長岡市川崎町字山崎602番地 外 

設置者 株式会社コメリ 他１者 

２ 届出の概要及び公告日 

概 要 大規模小売店舗立地法第５条第１項の規定による新設の届出 

公告日 令和３年10月22日 

３ 意見の概要 

(1) 長岡市からの意見の概要 

 意見なし 

(2) 居住者等の意見の概要 

  ・開店後の渋滞がひどくなり交通事故が起きるため、出店を望まない。 

  ・通学時間帯にトラックが出入りすることにより近隣中学校の生徒が危険であるため、出店を望まない。 

４ 縦覧場所 

新潟県産業労働部地域産業振興課 

５ 縦覧期間 

令和４年３月８日から令和４年４月８日まで 

 

病院局管理規程 

新潟県病院局管理規程第１号 

新潟県病院局企業職員の初任給調整手当の特例に関する規程を次のように定める。 

令和４年３月８日 

新潟県病院事業管理者  藤 山  育 郎 

新潟県病院局企業職員の初任給調整手当の特例に関する規程 

  （初任給調整手当の支給対象職員及び支給等の特例） 

第１条 医療職給料表㈢の適用を受ける職員のうち、病院局長が別に定める職員には、一般職の職員の給与に関

する条例（昭和30年新潟県条例第59号）第24条の５第１項及び第37条の２第１項の規定にかかわらず、令和４

年９月30日までの間、初任給調整手当として3,800円を支給する。 

 （実施に関し必要な事項） 

第２条 この規程の実施に関し必要な事項は、病院局長が別に定める。 

附 則 

 この規程は、公布の日から施行し、令和４年２月１日から適用する。 

 

正   誤 

令和４年３月１日付け新潟県公告（特定施設の届出に対する関係市町村の長等の意見）中 

ページ 行 誤 正 

13 ３ 令和４年11月９日 令和３年11月９日 
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